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一 

 



 

政
府
は
、
本
年
三
月
末
に
、
緊
急
経
済
対
策
を
発
表
し
、
公
共
投
資
の
前
倒
し
等
を
実
施
さ
れ
ま
し
た
。
し
か

し
、

近
相
次
い
で
発
表
さ
れ
た
景
気
指
標
で
は
、
全
産
業
の
今
年
の
設
備
投
資
計
画
は
、
前
年
実
績
比 

 
 

〇
・
〇
％
と
横
バ
イ
で
あ
り
ま
す
。
消
費
者
態
度
指
数
は
、
四
―
六
月
期
で
前
期
比
〇
・
四
％
減
と
な
っ
て
い
ま

す
。
Ｇ
Ｎ
Ｐ
の
八
割
近
く
を
占
め
る
個
人
消
費
と
設
備
投
資
に
勢
い
が
み
ら
れ
ず
、
さ
ら
に
中
小
企
業
の
自
社
業

況
判
断
指
数
は
、
一
―
三
月
期
の
マ
イ
ナ
ス
一
五
・
七
か
ら
四
―
六
月
期
マ
イ
ナ
ス
二
四
・
五
と
大
幅
に
悪
化
し

て
お
り
ま
す
。 

こ
う
し
た
状
況
下
で
の
公
定
歩
合
の
引
き
下
げ
が
実
施
さ
れ
ま
し
た
が
、
金
融
機
関
の
対
応
は
、
同
列
企
業
へ

の
つ
な
ぎ
融
資
は
増
え
て
い
る
も
の
の
、
貸
し
出
し
量
を
残
す
支
店
が
多
く
見
ら
れ
、
い
わ
ゆ
る
「
貸
し
し
ぶ
り
」

や
「
選
別
融
資
」
と
企
業
に
と
っ
て
は
、
一
段
と
厳
し
さ
が
増
し
て
い
る
状
況
下
に
あ
り
ま
す
。 
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今
日
の
不
況
は
、
低
金
利
政
策
や
公
共
投
資
の
前
倒
し
な
ど
の
在
来
の
有
効
需
要
拡
大
策
だ
け
で
は
、
景
気
を

押
し
上
げ
る
力
は
な
い
も
の
と
い
え
ま
す
。
日
本
経
済
の
発
展
は
、
今
日
ま
で
、
い
わ
ゆ
る
土
地
本
位
制
で
進
ん

で
き
た
こ
と
に
あ
り
、
そ
れ
が
動
か
な
く
な
っ
た
と
こ
ろ
に
根
本
的
な
不
況
の
原
因
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。
そ
こ

で
さ
ら
に
地
価
引
き
下
げ
促
進
を
図
り
な
が
ら
、
土
地
本
位
制
脱
却
へ
と
軟
着
陸
さ
せ
る
方
策
が
必
要
と
考
え
ま

す
。 

一 

政
府
は
、
今
日
の
不
況
に
対
し
て
、
ど
の
よ
う
な
認
識
を
も
っ
て
お
ら
れ
る
の
か
、
ま
た
そ
の
対
応
策
に
つ

い
て
、
考
え
を
示
し
て
い
た
だ
き
た
い
。 

二 

公
共
用
地
先
行
取
得
に
つ
い
て
伺
い
ま
す
。
総
理
が
提
唱
し
て
い
る
生
活
大
国
、
と
く
に
美
し
く
質
の
高
い

生
活
空
間
づ
く
り
は
、
公
共
用
地
の
確
保
を
い
か
に
す
る
か
に
か
か
っ
て
い
ま
す
。
公
共
用
地
先
行
取
得
は
、

新
し
い
都
市(

町)

づ
く
り
や
社
会
資
本
の
整
備
そ
し
て
景
気
回
復
に
と
、
一
石
三
鳥
の
施
策
で
あ
る
と
考
え
ま 

政
府
の
考
え
方
に
つ
い
て
質
問
い
た
し
ま
す
。 

四 

 



 

四 

先
行
取
得
債
の
拡
大
を
す
る
と
と
も
に
、
地
方
交
付
税
不
交
付
団
体
に
対
す
る
公
共
用
地
先
行
取
得
の
た 

め
、
特
別
措
置
を
創
設
す
べ
き
と
考
え
る
が
、
政
府
の
対
応
を
伺
い
た
い
。 

五 

地
方
自
治
体
や
土
地
開
発
公
社
に
よ
る
公
共
用
地
先
行
取
得
に
は
、
い
ろ
い
ろ
な
厳
し
い
要
件
が
あ
り
ま
す

が
、
農
地
・
代
替
地
・
取
得
面
積
な
ど
に
関
す
る
要
件
を
緩
和
す
べ
き
と
考
え
る
が
、
政
府
の
考
え
を
伺
い
た

い
。 

三 

現
在
、
公
共
用
地
先
行
取
得
資
金
制
度
が
六
種
類
あ
り
ま
す
が
、
と
く
に
「
特
定
公
共
用
地
等
先
行
取
得
資

金
融
資
制
度
」
は
、
規
模
・
対
象
が
極
め
て
限
定
さ
れ
、
七
五
億
円
と
僅
少
で
あ
り
ま
す
。
対
象
の
拡
大
と
一

層
充
実
拡
大
が
必
要
と
思
い
ま
す
が
、
政
府
の
考
え
を
示
し
て
い
た
だ
き
た
い
。 

六 

わ
が
国
の
貯
蓄
残
高
は
、
八
〇
七
兆
円
、
な
か
で
も
郵
貯
残
高
は
一
五
九
兆
円
の
規
模
と
な
っ
て
お
り
ま 

 

す
。
財
投
資
金
に
は
、
一
〇
兆
円
程
度
の
余
裕
が
あ
る
と
思
い
ま
す
の
で
、
公
共
用
地
先
行
取
得
資
金
と
し 

す
。
公
共
用
地
先
行
取
得
に
対
す
る
基
本
的
方
針
と
そ
の
効
果
に
つ
い
て
政
府
の
考
え
を
伺
い
た
い
。 

五 

 



 

 

六 

て
、
活
用
す
べ
き
と
考
え
ま
す
が
、
政
府
の
考
え
を
伺
い
た
い
。 

右
質
問
す
る
。 


